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近年のインターネットをめぐる状況の変化 １

（１） 携帯電話出荷台数のうち、スマートフォンの占める
比率が急速に上昇を続け、2013年度には80％近くま
で達するとの見通しもある。

（５）青少年の所有する携帯電話に占める
スマートフォンの割合

（内閣府調査 2012年１１月）
・高校生 ５５．９％
・中学生 ２５．３％
・小学生 ７．６％

【スマートフォン国内出荷台数の推移・予測（全国）】 【携帯電話契約数とスマートフォン契約数の推移・予測（全国）】

（２） スマートフォンの契約数も増加しており、2013年度末
の 携帯電話契約数に占めるスマートフォン契約数の
割合は ５割程度になると予想される。

（４）携帯電話契約者数に占める
スマートフォン契約者数の割合

・米国 50％ （2012年5月）

・韓国 48％ （2012年2月）

・英国 51％ （2012年第一四半期）

急速に普及するスマートフォン
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スマートフォン出荷台数 フィーチャーフォン出荷台数 スマートフォン出荷台数比率（万台）
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3,764

4,274 4,181 4,220
4,370 4,330 4,380 4,400

（予測） （予測） （予測） （予測） （予測）

※ 株式会社ＭＭ総研調べ（13年度以降は予測値）「2012年度通期国内携
帯電話端末出荷概況」 （2013年５月９日） ）。いずれも国内メーカー製品・
海外メーカー製品を含む。PHS・タブレット端末・データ通信カード・通信モ
ジュールは含まない。
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12,652 12,810

（予測） （予測） （予測） （予測） （予測） （予測）

※ 株式会社ＭＭ総研調べ（M&D Report（2013年５月号））（13年３月末は予
測値。PHS・タブレット端末・データ通信カード・通信モジュールは含まな
い。）

（３）スマートフォンの世帯保有率
（総務省通信利用動向調査）

・2012年末 ４９．５％

・2011年末 ２９．３％

・2010年末 ９．７％



e-ネット安心講座とは ２

◆対象者 ：児童生徒、保護者、教職員

◆実施主体 ：一般財団法人マルチメディア振興センター（FMMC）

◆協力団体 ：通信事業者等（221社）、一般社団法人等（12団体）、

政府・自治体（2省・20団体）、その他（36団体）

◆講師 ：認定講師 1,697名

◆講座内容 ： ケータイ依存、ネットいじめ、ネット誘引、ネット詐欺など、子どもに迫る
ネット危機の実態を正しく知り、その予防と対策法を学ぶ。

◆開始年度 ：平成18年4月から実施。

◆実績 ： 6,611件

子どもたちのインターネットの安全な利用を目的に、インターネットの「影」の部分の存在も理解し、
適切に対応可能とするための「e-ネット安心講座」を、情報通信分野等の企業・団体と総務省・文部
科学省が協力して全国で開催。企業・団体は、無償で職員を講師に派遣する等、CSR（Corporate 
Social Responsibility：企業の社会的責任）活動として参画。この活動を「ｅ-ネットキャラバン」と呼称。

（平成25年5月31日現在）

● 総務省のwebサイト：
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyouiku_joho‐ka/e‐netcaravan.html

● ｅ－ネットキャラバンの公式webサイト：
https://www.fmmc.or.jp/e-netcaravan/
［※令和元年9月5日、リンク先が変更となったため修正］



ｅーネット安心講座のエッセンス① ネットの「影」 ３



ｅーネット安心講座のエッセンス② 対処方法 ４



東北管内の講師数 １２７名

〇 ｅ－ネット安心講座の講師は、通信事業者、総務省等の中から、講師認定講習会を受講し、講師として認定を受けた
者としています。講座申込みがあれば、東北総合通信局で講師を依頼し、派遣しています。

〇 ｅ－ネット安心講座は、平成22年度以降、講座依頼数が伸びてきており、夏休みや冬休み前の開催が多い傾向にあ
ります。
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（H25.9.30現在）

青森 岩手 秋田 宮城 山形 福島

全体 １２ １６ ２１ ２２ １２ １６

うち総通局
講師派遣 ８ ６ ５ １７ ５ ２

平成２５年度東北管内県別e‐ネット安心講座開催状況
H25.9.30現在（予定を含む）

県別講師数

東北管内のｅ-ネット安心講座の講師数と講師依頼数 ５



ｅ-ネット安心講座の受講者の反応等 ６

青少年向け 大人向け

ｅ－ネット安心講座実施模様

＜受講前＞

・青少年は、ものごころがついたころから携帯ゲーム機をはじめとするネット接続機器を使いこなし、「デジタルネイティ
ブ」とも呼ばれている。

・一方、ネットの安心・安全な利用の仕方や付き合い方については、家庭や学校で充分に教えてもらっていない。
＜受講後＞
・ネットの危険性を疑似体験することにより、安心・安全に利用する方法を気づいたといった感想文が寄せられている。

＜受講前＞
・ＬＩＮＥの仕組みが不明など、学校等で起きているトラブル等をきっかけに、講座申込みする例が増えている。
＜受講後＞
・「デジタルネイディブ」である青少年に対する引け目があった親たちが、受講後は家庭内等でのルール作りの必要性
や相手を思いやる気持ちを伝えることの重要性等について、気づきが得られた。

青少年の反応等

大人の反応等



東北６県内の地域団体との連携 東北青少年ネット利用環境づくり連絡会
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７

宮 城 県

仙台市教育局学校教育部教育相談課※

仙台市市民局市民協働推進部市民生活課※

仙台市PTA協議会※

株式会社デンコードー※

宮城県環境生活部共同参画社会推進課※

宮城県教育庁義務教育課※

宮城県教育庁高校教育課※

宮城県警察本部生活安全部少年課※

宮城県警察本部生活安全部生活環境課※

宮城県ネッワーク防犯連絡協議会

宮城県PTA連合会※

※：携帯電話フィルタリング100%普及促進会議構成員

青 森 県

青森県インターネットプロバイダ防犯連絡協議会

青森県教育庁学校教育課

青森県高等学校ＰＴＡ連合会

青森県総合学校教育センター

岩 手 県
岩手県インターネット防犯連絡協議会

岩手県環境生活部県民くらしの安全課

岩手県環境生活部青少年・男女共同参画課

岩手県教育委員会事務局学校教育室

岩手県ＰＴＡ連合会

秋 田 県

秋田県教育庁生涯学習課

秋田県サイバー防犯連絡協議会

秋田県総合教育センター

秋田県ＰＴＡ連合会

山 形 県

山形県インターネット防犯連絡協議会

山形県教育センター

山形県高等学校ＰＴＡ連合会

山形県PTA連合会

山形県教育庁義務教育課

山形県教育庁高等教育課

福 島 県

福島県企画調整部情報政策課

福島県生活環境部青少年・男女共生課

福島県ＰＴＡ連合会

福島県高等学校ＰＴＡ連合会

福島県ネットワークセキュリティ連絡協議会

東北地域

株式会社ウィルコム

株式会社ＮＴＴドコモ

ＫＤＤＩ株式会社

ソフトバンクモバイル株式会社

【事務局】総務省 東北総合通信局
情報通信部 電気通信事業課

(1)インターネットリテラシー向上のための普及啓発活動
(2)関係者間の情報共有及び情報発信
(3)安心ネットづくり促進協議会※との情報共有及びイベント等での連携
(4)その他目的を達成するために必要な活動

構成団体一覧(H25年10月24日現在・39団体) (県別・50音順、敬称略)

活 動 内 容



東北６県内の地域団体と連携した取組
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８

開催日. 開催地 名 称 （【 】は事務局） 東北総合通信局の対応

H25.5.20 山形市内 山形県警察本部少年指導委員定期研修会 施策等の説明

H25.5.21 山形市内 山形県警察学校 サイバー犯罪捜査専科 講演

H25.5.22 仙台市内 テレコムサービス協会 東北支部総会 施策等の説明

H25.5.28 岩手市内 岩手県インターネット防犯連絡協議会総会【岩手県警】 講演

H25.5.28 青森市内 青森県インターネットプロバイダ防犯協総会【青森県警】 施策等の説明

H25.6.14 山形県内 山形県教育庁情報担当教諭研修会 講演

H25.7.26 仙台市内 東北電気通信消費者支援連絡会【東北総通局】 事例研究等

H25.7.31 秋田市内 秋田県サイバー防犯連絡協議会総会【秋田県警】 講演

H25.8.1 福島市内 福島県ネットワーク・セキュリティ連絡協総会【福島県警】 施策等の説明

H25.8.2 仙台市内 仙台弁護士会・宮城県司法書士会との懇談会【東北経産局】 施策等の説明

H25.8.9 福島県内 福島県高等学校教頭会講演 講演

H25.8.23 山形市内 山形県防犯連絡協議会総会【山形県警】 施策等の説明

H25.8.30 仙台市内 携帯電話のフィルタリング100%普及促進会議【宮城県警】 講演等

H25.9.18 岩手市内 岩手県消費生活センター研修会 講演

H25.10.8 仙台市内 宮城県ネットワーク防犯連絡協議会総会【宮城県警】 講演

H25.10.16 福島市内 福島県消費生活センター研修会 講演

H25.10.18 秋田市内 秋田県消費生活センター研修会 講演

H25.10.19 秋田市内 家庭教育フォーラム講演 講演

H25.11.10 仙台市内 仙台市ＰＴＡフェスティバル 行事での宣伝

H25.11.28 青森県内 青森県消費生活センター研修会 講演



これからの取り組み ９

〇青少年のインターネット利用の急速な広がり、ツイッター等での不適切な書き込み、ネットいじめ
等に対する教員・保護者からの不安を解消するため、「e‐ネット安心講座」の宣伝活動を強化。

〇青少年に加え、青少年に関わる教員、保護者等の皆様に「e‐ネット安心講座」をはじめとする講
座を受講していただくことが、青少年のネット利用の安心・安全な環境の実現に結びつく。

〇特に、青少年が学校の環境から離れる、冬休み等の長期休暇前の受講を呼び掛け。

〇各種講演会・研修会への講師派遣を希望される方は、次の講師派遣連絡先まで。

〇ｅ-ネット安心講座の申込み

https://www.fmmc.or.jp/e-netcaravan/ にアクセスし、所定のフォーマットに記入

〇インターネット利用についての各種講演会・研修会への当局講師派遣の相談

東北総合通信局電気通信事業課 TEL 022－221－0627 （担当：安藤、高橋）

＜講師派遣連絡先＞

＜e-ネット安心講座の申込みに当たっての留意事項＞

・「e-ネット安心講座」は、個別のアプリ・サービスの仕組みや使い方について注意喚起するものではなく、イ
ンターネットを利用する中で自分自身が守らなければいけない部分や相手を思いやる気持ちなど、イン
ターネットとの付き合い方について気づいてもらう講座です（汎用的な説明内容となっており、受講者は説
明を聞くことにより、個別のアプリ・サービスのインターネット利用に関する注意点等を考えることが可能と
なります。）。

・講座実施に当たっての講師への謝礼、交通費等は不要です。

［※令和元年9月5日、リンク先が変更となったため修正］




